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平成２８年度調達改善計画の上期自己評価概要 

（対象期間：平成 28年 4月 1日～平成 28年 9月 30日） 

 

総 務 省  

 

 平成２８年度の調達改善計画で記載した事項毎に、以下のとおり概要を記述する。 

 

Ⅰ.共通的な取組 

１． 一者応札改善のための取組（官房会計課（以下「総務本省」という。）の取組） 

（１）調査・調査研究経費に係る調達 

・仕様内容中立性の確保のため、官房会計課合議文書に複数者の見積書の添付を義務付

けることで、仕様内容の中立性の確認を行っている。 

・早期に契約締結を行い、準備期間及び執行期間の確保に努めている。 

◇取組の効果 

上半期契約件数 １２０件（上半期の過去３年間の平均件数１１２件） 

うち４月～６月期契約件数 ６９件（過去３カ年平均件数４７件） 

 ・また、年間の調達計画について、年度当初に HPで公表し、発注情報の早期発信を行い、

入札者の準備期間の確保を図っている。 

 

（２） 情報システム経費に係る調達 

 ・CIO補佐官との相談結果について会計課合議文書にその評価内容書等を添付することを

徹底している。 

・仕様内容中立性の確保のため、官房会計課合議文書に複数者の見積書の添付を義務付

けることで、仕様内容の中立性の確認を行っている。 

・早期の契約締結に努め、準備期間及び執行期間の確保に努めている。 

◇取組の効果 

上半期契約件数 ５６件（上半期の過去３年間の平均件数５４件） 

 

（３） 全ての調達 

・一般競争入札（特定政府調達除く）実施にあたっては、２０日間以上の確保に努めて

いる。 

◇取組の効果 

一般競争入札の公示期間 ２０日以上の設定 

全体の６６．８％（過去３年間の平均割合６５．９％） 

 

・調達予定案件をホームページで公表し情報提供に努めている。 
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・電子調達システムの利用率の向上等を図る観点から、入札案件は原則、電子調達シス

テムを利用した電子入札のみで行っている（入札案件１００％実施）。 

    また、本年１０月から電子での契約を原則とし運用予定である。 

・早期に契約締結を行い、準備期間及び執行期間の確保に努めている。 

◇取組の効果 

上半期契約件数 ３０６件（上半期の過去３年間の平均件数２８０件） 

・また、年間の調達計画について、年度当初に HP で公表し、発注情報の早期発信を行

い、入札者の準備期間の確保を図っている。 

  ・価格以外での競争を可能とするため、総合評価方式を採用している。 

評価項目設定、選定結果の適正性について、官房会計課に合議し審査を行っている。 

     また、選定結果（評価点）については、参加者全員に自社の評価点を通知し、また、

電子調達システムの入札結果公開情報において、他者の評価点を閲覧できる旨周知し、

透明性の確保に取り組んでいる。 

 

（１）～（３）共通の取組 

・全ての案件について、官房会計課に合議し取組内容に関して審査を行っている。 

・また、官房会計課合議文書に複数者の見積書の添付を義務付けることで、仕様内容の

中立性の確認を行うとともに予定価格（市場価格相当）算出の資料として活用し契約金

額の低廉化を図っている。 

・また、会計課合議文書に調達要求原課での経費算出調書の添付を義務付けることで、

予定価格（市場価格相当）算出の資料として活用し契約金額の低廉化を図っている。 

・また、更なる適正な予定価格算出のため、統一的な算定方式を検討し、９月から実施

した。 

◇取組の効果 

・公示期間の延長、仕様内容の改善等により、節減効果を試算すると以下のとおりであ

る。 

一般競争での落札率（契約額／予定価格）は、前年度割合と比較し０．４％減少とな

っている。 

 H２８上半期予定価格総額×△０．４％（H２８上半期落札率－前年度落札率） 

＝△２１９，２５０千円 

 

・予定価格の統一的な算定方式を検討し、９月から実施した。これにより、試算では約

１１７万円の経費削減が図れた。 

 

２．地方支分部局等における取組の推進（地方支分部局等） 

（１） 共同調達の更なる推進 
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北海道管区行政評価局等６２官署において、他官署と延べ２６６品目を共同調達とし

て実施した（前年度と比較し２７他省庁の官署を追加。）。 

 

（２） オープンカウンター方式の活用 

北海道総合通信局含む７官署では、少額随意契約の調達において、見積合せ方式では

なく、ＨＰ掲載によるオープンカウンター方式を実施しており、業者への見積依頼の必

要がなくなったこと等により事務効率化が図られるとともに、調達金額の低廉化が図ら

れている。 

◇取組の効果 

・オープンカウンター方式  １４，２１５千円（３１件) 

※予定価格と契約金額との総差額 ２，６２１千円。 

※北海道総合通信局の事例 

 「A印刷請負」の調達において、４者から見積書提出があり、見積最高額と契約金額

との差額５３０，３４５円であった。 

 

３．電力調達改善（総務本省及び地方支分部局等の取組） 

・調達要求部局は、入札業者の拡大のため、調達実施可能な電気事業者に対して、声が

けを積極的に行った。 

・公告期間を２０日以上とすることを徹底した。 

◇取組の効果 

応札者数は微減となったが、契約金額は８官署総額で３９，１４８千円の減額となっ

た。 

●平成２８年度上半期の契約結果 

・８官署で契約締結 

・応札者数の前年度との比較 

  前回１９者⇒Ｈ２８ １８者  

・契約金額の前年度との比較 

  △３９，１４８千円 

 

Ⅱ.重点的な取組 

１．随意契約の見直し（総務本省の取組） 

・随意契約、又は公募の要件を満たしているか官房会計課に合議し審査を行い、要件を満

たしたもののみ公募又は随意契約を行っている。 

 競争性のない随意契約は、全て随意契約の要件を満たしたものに限られている。 

◇取組の効果 

「A 研修の企画運営業務請負」について、契約方式を見直し、企画競争から一般競争契
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約に移行。前年度契約額との差額は１，６４１千円。 

 

Ⅲ.継続的な取組 

１． 共同調達（総務本省の取組） 

事務用品の調達において、共同調達を実施することで調達事務の軽減や安価な調達も期

待できることから、引き続き実施した。 

また、それぞれの品目毎の調達回数も計画どおり削減した。 

◇取組の効果 

本省の調達において、前年度に実施した共同調達等における同品目の価格の比較検証

を行った結果、例えば、「災害用備蓄用品」のうち、五目ご飯については単価が前年比

マイナス３，３１６円に、白飯については単価が前年比マイナス２，７４３円になるな

ど節減効果があったことを確認している。 

 

２．その他（総務本省の取組） 

① 旅費業務 

IC カード乗車券利用については、継続して行っており、地下鉄など利用する際には、公

共交通機関毎に異なる乗車券を購入する必要があったが、IC カード乗車券を導入すること

で、その購入事務の軽減が図られている。 

 

② 国庫債務負担行為の活用 

平成２９年度予算要求において、複数年度に渡る契約が可能な案件については、国庫債

務負担行為の活用の検討を行い、２３件について予算要求を行った。 

 

③ スキルアップの取組 

当省会計担当職員の基礎となる知識を取得する機会を設け能力向上を図るべく、会計事

務新任者対象に、本省主催で１０月に研修を実施予定である。 

 

 



1 ページ

（別紙１）

平成28年11月18日
総務省

難易度
（※１）

平成28年度
に開始した

取組

取組による
削減額
（万円）

Ⅰ　共通的な取組

Ａ 　 Ａ

①複数の者が入札に参加できるよう請負期
間について十分に配意することとし、調達要
求原課から年間の執行計画を提出させ、調
達部局において適切に進捗管理を行う。

・早期の契約締結に努め、準備期間及び執
行期間の確保に努めている。
　また、年間の調達計画について、年度当初
にHPで公表し、発注情報の早期発信を行
い、準備期間の確保を図っている。

●上半期契約件数　１２０件（上半期の過去
３年間の平均件数１１２件）
　うち４月～６月期契約件数　６９件（過去３
カ年平均件数４７件）

①～③引き続き各取組を徹底することによ
り、競争入札への参加者の増加による競争
性の向上が期待できる。

①～③各取組を徹底することにより、競争入
札への参加者の増加による競争性の向上を
図るため、引き続き実施していく。

②過去に実績のある者しか応札できないよ
うな仕様とならないように調査対象内容、手
段、手法、研究会の開催回数などを明確に
記載し複数の者が積算可能な仕様とする。

・仕様内容の中立性確保のため、官房会計
課合議文書に複数者の見積書の添付を義
務付けることで、仕様内容の中立性の確認
を行っている。

●「A調査研究」について、他者の応札を可
能とするための検討を行い、仕様内容を変
更し下期に調達予定。

③仕様内容において、専門的知識、技術及
び創意等に相当程度の差異が生じる案件に
ついては原則、総合評価落札方式を採用す
る。

・仕様内容において、専門的知識、技術及び
創意等に相当程度の差異が生じる案件につ
いて、価格以外での競争を可能とするため、
総合評価方式を採用している。
　

●参考　上半期総合評価方式の採用
　全体の７１．４％（過去３カ年平均６６．
０％）

④総合評価落札方式において、類似実績や
研究員の従事経験を技術項目とする場合、
過去の実績を過度に評価しない配点とする
よう留意する。また、選定基準及び選定過
程の明確化、選定結果の透明化の確保に
努める。

・評価項目設定、選定結果の適正性につい
て、官房会計課に合議し審査を行っている。
　また、選定結果（評価点）については、参加
者全員に自社の評価点を通知し、また、電
子調達システムの入札結果公開情報におい
て、他者の評価点を閲覧できる旨周知し、透
明性の確保に取り組んでいる。

④選定基準等の明確化のため、更なる取組
が必要である。

④下半期において、選定基準（審査項目、配
点）及び選定過程の基準（選定者の基準）を
官房会計課において、基準（マニュアル）を
作成し、更なる選定基準及び選定過程の明
確化に取り組む。

Ｂ Ａ

①予定価格が80万SDR以上と見込まれる調
達案件は、CIO補佐官との相談を実施し、相
談結果について調達決裁にその評価内容
書等を添付することを徹底する。

・CIO補佐官との相談結果について会計課
合議文書にその評価内容書等を添付するこ
とを徹底している。

●上半期契約件数５６件（上半期の過去３
年間の平均件数５４件）

①～②引き続き各取組を徹底することによ
り、競争入札への参加者の増加による競争
性の向上が期待できる。

①～②各取組を徹底することにより、競争入
札への参加者の増加による競争性の向上を
図るため、引き続き実施していく。

②情報システムの保守･運用等の年間契約
において、新規参入者の参入を阻害しない
よう既存事業者との業務の引き継ぎ、ノウハ
ウの蓄積のための十分な準備期間の確保
を明記するなど仕様内容を充実させる。

・仕様内容の中立性確保のため、官房会計
課合議文書に複数者の見積書の添付を義
務付けている。

・また、早期の契約締結に努め、準備期間及
び執行期間の確保に努めている。

　

（対象期間：平成28年4月1日～平成28年9月30日）

平成28年度総務省調達改善計画の上半期自己評価結果

目標の進捗
状況

（※２）
実施した取組内容調達改善計画で記載した事項 取組の効果 今後の対応実施において明らかとなった課題等

１．一者応札改善のための取組（総務本省の取組）

（２）情報システム経費に係る調達
　　　前年度の一者応札率を下回ることを目標とし、経
　 費削減を図る。

（１）調査・調査研究経費に係る調達
　　  前年度の一者応札率を下回ることを目標とし、経
   費削減を図る。



2 ページ

難易度
（※１）

平成28年度
に開始した

取組

取組による
削減額
（万円）

目標の進捗
状況

（※２）
実施した取組内容調達改善計画で記載した事項 取組の効果 今後の対応実施において明らかとなった課題等

Ａ Ａ

●H２８年度上期総務省の１者応札率
　 ３７．１％(前年度３６．４％)

①公告期間・公告方法等の改善
・公告期間の延長
  一般調達案件の予定経費1,600万円以
上、総合評価落札方式案件または企画競争
及び公募案件は、公告期間20日間以上の
確保とする。
また、上記以外の案件については、可能な
限り公告期間は10日間を超えた期間を確保
するよう努める。
・調達予定案件の情報提供の充実
調達予定案件を毎年度各契約担当部局に
おいてホームページで公表する。
・電子調達システムによる調達の推進
電子調達システムを利用することを原則と
し、公告内容を登録することにより応札希望
者がインターネットから閲覧し、また電子入
札を可能とし入札者の拡大を図る。

・一般競争入札（特定政府調達除く）実施に
あたっては、２０日間以上の確保に努めてい
る。

・調達予定案件をホームページで公表し情
報提供に努めている。

・電子調達システムの利用率の向上等を図
る観点から、入札案件は原則、電子調達シ
ステムを利用した電子入札のみで行ってい
る（入札案件１００％実施）。
　また、本年10月から電子での契約を原則と
し運用予定である。

●一般競争入札公告期間２０日間以上の確
保した件数
　全体の６６．８％（過去３年間の平均割合６
５．９％）

・電子入札が増加したことで、事務効率化が
図れている。（入札案件１００％実施）。
　また、本年10月から原則、電子での契約と
して運用予定としており、更なる事務効率化
を図る予定。
●電子調達システムを利用した電子入札を
行った者　全体の５４．６％

①～③引き続き各取組を徹底することによ
り、競争入札への参加者の増加による競争
性の向上が期待できる。

①～③各取組を徹底することにより、競争入
札への参加者の増加による競争性の向上を
図るため、引き続き実施していく。

②一者応札の検証
類似の案件で前年度に一者応札の案件に
ついて、原因を点検することにより競争性の
ある調達の実施に反映させるため、入札説
明書等を受け取った者で入札に参加しな
かった者に対して、アンケート調査を実施し
入札に参加しなかった理由を把握し、次回
の調達時に改善を図る。

・入札説明書を受け取ったが入札に参加し
なかった者については、その理由の把握に
努め、次回の調達において改善している。

 

③仕様内容の充実
・複数の者が入札に参加できるよう調達期
間について十分に配意することとし、調達要
求原課から年間の執行計画を提出させ、調
達部局において適切に進捗管理を行う。
・過去に実績のある者しか応札できないよう
な仕様とならないよう、又、特定の者が有利
になる仕様とならないよう、仕様書を記載し
複数の者が参加可能な仕様とする。
・役務調達等の年間契約において、新規参
入者の参入を阻害しないよう既存事業者と
の業務の引き継ぎ、ノウハウの蓄積のため
の十分な準備期間の確保を明記するなど仕
様内容を充実させる。
・応札要件について、真に調達に必要な要
件であるか検討を行う。

・仕様内容の中立性について、官房会計課
に合議し審査を行っている。会計課合議文
書に複数者の見積書の添付を義務付けるこ
とで、仕様内容の中立性の確認を行ってい
る。

・また、早期に契約締結を行い、準備期間及
び執行期間の確保に努めている。
　また、年間の調達計画について、年度当初
にHPで公表し、発注情報の早期発信を行
い、準備期間の確保を図っている。

●上半期契約件数３０６件（上半期の過去３
年間の平均件数２８０件）

　 　

④総合評価落札方式の採用
・仕様内容において、専門的知識、技術及
び創意等に相当程度の差異が生じる案件に
ついては原則、総合評価落札方式を採用す
る。
・総合評価落札方式において、類似実績や
研究員の従事経験を技術項目とする場合、
過去の実績を過度に評価しない配点とする
よう留意する。また、選定基準及び選定過
程の明確化、選定結果の透明化の確保に
努める。

・価格以外での競争を可能とするため、総合
評価方式を採用している。
　評価項目設定、選定結果の適正性につい
て、官房会計課に合議し審査を行っている。
　また、選定結果（評価点）については、参加
者全員に自社の評価点を通知し、また、電
子調達システムの入札結果公開情報におい
て、他者の評価点を閲覧できる旨周知し、透
明性の確保に取り組んでいる。

●H２８年度上期総合評価落札方式
　 全体の３３．７％（過去３カ年平均４１．
３％）

④選定基準等の明確化のため、更なる取組
が必要である。

④下半期において、選定基準（審査項目、配
点）及び選定過程の基準（選定者の基準）を
官房会計課において、基準（マニュアル）を
作成し、更なる選定基準及び選定過程の明
確化に取り組む。

⑤企画競争
・採点項目について、過去の実績を過度に
評価しないよう、又、特定の者が有利になら
ないよう留意する。また、選定基準及び選定
過程の明確化、選定結果の透明化の確保
に努める。

・評価項目設定、選定結果の適正性につい
て、官房会計課に合議し審査を行っている。

　 　

（３） 全ての調達
　　　前年度の一者応札率を下回ることを目標とし、経
　費削減を図る。
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・全ての案件について上記の取組内容につ
いて、官房会計課に合議し審査を行ってい
る。
・会計課合議文書に複数者の見積書の添付
を義務付けることで、仕様内容の中立性の
確認を行うとともに予定価格（市場価格相
当）算出の資料として活用し契約金額の低
廉化及び事務効率化を図っている。
・また、会計課合議文書に調達要求原課で
の経費算出調書の添付を義務付けること
で、予定価格（市場価格相当）算出の資料と
して活用し契約金額の低廉化を図っている。
・また、更なる適正な予定価格算出のため、
統一的な算定方式を検討し、９月から実施し
た。

117

●H２８年度上期総務省での一般競争での
落札率（契約額／予定価格）は、前年度と比
較し△０．４％と微減となっている。
　H２８年度上期の予定価格総額×△０．
４％（H２８落札率－H２７落札率）
＝△２１９，２５０千円

●予定価格の統一的な算定方式を検討し、
９月から実施した。これにより、試算では約
１，１６５千円の経費削減が図れた。

Ｂ

（１）共同調達の更なる推進
　　　前年度の調達品目数、又は前年度の
　　　参加官署数以上とし、経費削減及び
　　　事務効率化を図る。

Ａ

①更なる品目の追加の検討を行う。
②更なる官署を追加の調整を行う。
③仕様内容を見直し競争性を高める等の
改善を行う。

北海道管区行政評価局等６２官署におい
て、他官署と延べ２６６品目を共同調達とし
て実施した。

共同調達を拡大したことで、事務効率化が
図られている。
●平成２８年度：６２官署で事務用品等の延
べ２６６品目（前年度と比較し２品目を追
加。）の調達を実施（前年度と比較し２７他省
庁の官署を追加。）。
 

引き続き共同調達を拡大することで、事務効
率化及び調達価格の低廉化が期待できる。

引き続き共同調達を拡大することで、事務効
率化及び調達価格の低廉化に努める。

Ａ

（２）オープンカウンター方式の活用
　　 前年度の採用官署数以上、調達数以
　　上とし経費削減及び事務効率化を図
　　る。

○ Ａ

①既に活用している調達部局は、改善の
検討を行う。
②未活用の調達部局は、活用の検討を積
極的に行う。

北海道総合通信局含む７官署では、少額随
意契約の調達において、見積合せ方式では
なく、HP掲載によるオープンカウンター方式
を実施した。

262

オープンカウンター方式の実施により、業者
への見積依頼が必要がなくなったこと等によ
り事務効率化が図られるとともに、調達金額
の低廉化が図られた。
●H28上半期契約件数
　・オープンカウンター方式
　　１４,２１５千円（３１件)
●予定価格と契約金額との総差額２，６２１
千円）。
●北海道総合通信局の事例
　　「A印刷請負」の調達において、４者から
見積書提出があり、見積最高額と契約金額
との差額５３０，３４５円であった。

オープンカウンター方式の実施により事務効
率化及び調達金額の低廉化が期待できる。

　引き続きオープンカウンター方式の実施に
より、事務効率化及び調達金額の低廉化に
努める。
　また、同方式の効果的な運用の検討も実
施していく。

２．地方支分部局等における取組の推進
　　（地方支分部局等の取組）

（１）～（３）共通の取組
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Ａ

①調達要求部局は、入札業者の拡大のた
め、調達実施可能な電気事業者に対して、
声がけを積極的に行う。
②公告期間を２０日以上とすることを徹底す
る。
③近隣の庁舎との共同調達の検討を行う。

○

・調達要求部局は、入札業者の拡大のた
め、調達実施可能な電気事業者に対して、
声がけを積極的に行った。
・公告期間を２０日以上とすることを徹底し
た。
・近隣の庁舎との共同調達の検討を行った。

Ａ 3,914

応札者数は微減となったが、契約金額は８
官署の総額で３９，１４８千円の減額となっ
た。
●平成28年度上半期の契約結果
・８官署で契約締結
・応札者数の前年度との比較
　前回19者⇒H28　18者
・契約金額の前年度との比較
　△３９，１４８千円

引き続き実施することで、事務効率化及び調
達金額の低廉化が期待できる。

引き続き実施することで、事務効率化及び調
達金額の低廉化に努める。

Ⅱ　重点的な取組

Ｂ

・競争性のある契約への移行や価格面等の
適正化を図るべき余地がないか検討を行
う。
・企画競争や公募については、一般競争入
札と比して、これらの方式によることの妥当
性、一般競争への移行の可否等について検
討を行う。

・随意契約、又は公募の要件を満たしている
か官房会計課に合議し審査を行い、　要件
を満たしたもののみ公募又は随意契約を
行っている。
　競争性のない随意契約は、全て随意契約
の要件を満たしたものに限られている。

Ａ 164

●参考　上半期契約件数
　 計　６６８件
　　・一般競争：３０６件
　　・企画競争：２６５件
　　・公　　　募：４１件
　　・その他随意契約：５６件

●「A研修の企画運営業務請負」について、
契約方式を見直し、企画競争から一般競争
契約に移行。前年度契約額との差額は１，６
４１千円。

Ⅲ　継続的な取組

Ｂ

①共同調達の更なる推進を図る。
②調達の回数を減らすことにより事務効
率化を図る。

国土交通省、警察庁と共同で調達を実施し
ており、調達の回数を減らすことで、事務効
率化及び調達金額の低廉化が期待できる。
●品目毎の調達回数(平成28年度上半期)
　・事務用品：３回
　・色紙類：３回
　・清掃用消耗品：３回
　・OA消耗品：３回
　・災害備蓄用品：１回
　・蛍光灯：２回
　・トイレットペーパー：２回

Ａ

●本省の調達において、前年度に実施した
共同調達等における同品目の価格の比較
検証を行った結果、例えば、「災害用備蓄用
品」のうち、五目ご飯については単価が前年
比マイナス３，３１６円に、白飯については単
価が前年比マイナス２，７４３円になるなど節
減効果があったことを確認している。

①引き続き共同調達を拡大することで、事務
効率化及び調達価格の低廉化が期待でき
る。
②調達の回数を減らすことで、事務効率化
及び調達金額の低廉化が期待できる。

①引き続き共同調達を拡大することで、事務
効率化及び調達価格の低廉化に努める。
②引き続き、調達の回数を減らすことで、事
務効率化及び調達金額の低廉化に努める。

１．共同調達（総務本省の取組）
  ・対象品目を前年度以上とし、経費削減及び事務効
 率化を図る。
  ・調達回数を必要最小限とし、事務効率化を図る。

３．電力調達改善（総務本省及び地方支分部局等の取
 組）
　　前年度以上の応札者以上とし、経費削減及び事務
 効率化を図る。

１．随意契約の見直し（総務本省の取組）
　　競争性のある契約への移行等により、経費削減を
 図る。
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２．その他（総務本省の取組）

Ｂ

①旅費業務
　 近距離出張における旅費業務の簡略
 化を行い、事務効率化を図る。
　　・ICカード乗車券の利用を促進し、効率
　的な旅費業務を行う。

　ICカード乗車券利用については、継続して
実施している。
　ICカード乗車券使用について、利用後に管
理台帳を必ず記入させて管理を徹底してい
る。

Ａ

ICカード乗車券利用により、事務効率化が
図られている。
●ICカード乗車券利用
　H25　20枚、H26　97枚、H27　2枚、H28　73
枚を購入し、使用部局を拡大。

引き続き実施することにより、事務効率化が
期待できる。

引き続き実施することにより、事務効率化に
努める。

Ｂ

②国庫債務負担行為の活用
   国庫債務負担行為を活用し、調達価格
 の低減化を図る。
   ・複数年度にわたる契約を行うことによ
  り、調達価格の低減が期待できる案件に
  ついて、国庫債務負担行為の検討を行
  う。

平成29年度予算要求において、複数年度に
渡る契約が可能な案件については、国庫債
務負担行為の活用の検討を行い、２３件に
ついて予算要求を行った。 Ａ

●平成29年度予算措置に係る国庫債務負
担行為新規議決分
　（総務本省分）
　　　・要求事項：２３件
　　　・限 度 額 ：52,091,609千円
　　　・29年度歳出額：10,400,571千円

引き続き国庫債務負担行為の活用を拡大す
ることで、契約金額の低廉化又は事務の効
率化が期待できる。

引き続き国庫債務負担行為の活用を拡大す
ることで、契約金額の低廉化又は事務の効
率化に努める。

Ｂ

③スキルアップの取組
   会計職員の育成を行い、会計事務の適
 正化の向上を図る。
   ・契約事務・会計事務について、必要な
 研修を実施する。
   ・調達マニュアルの充実化を図る。

会計事務の基礎となる知識を取得する機会
を設け、当省会計担当職員の能力向上を図
るべく、会計事務新任者対象に、本省主催
で１０月に研修を実施予定である。 Ａ

会計事務新任者対象に、本省主催で１０月
に研修を実施予定である。

会計事務職員の育成により、会計事務の適
正化が期待できる。

会計事務職員の育成により会計事務の適正
化に努めることとし、引き続き、実施してい
く。

(※２)
A：（定量的な目標）目標達成率90%以上
 　（定性的な目標）計画に記載した内容を概ね実施した取組
B：（定量的な目標）目標達成率50%以上
　 （定性的な目標）計画に記載した内容を部分的に実施した取組、又は実施に向けて関係部局等（自府省庁内の他部局、地方支分部局、他府省庁）との調整を行った取組
C：（定量的な目標）目標達成率50%未満
　  （定性的な目標）何らかの理由によって計画に記載した内容が実施できなかった取組、又は計画に記載した内容の検討を開始するまでにとどまった取組

（※１）
 Ａ＋：効果的な取組
 Ａ：発展的な取組
 Ｂ：標準的な取組



（別紙２）

外部有識者の氏名・役職【有川博（日本大学総合科学研究所教授）】　　意見聴取日【平成28年11月7日】
意見聴取事項 意見等 意見等への対応

○取組の更なる推進を図る観点
○課題及び具体の改善策

○Ⅰ共通的な取組の1の(1)の「実施した取組内容」につい
て
　早期の契約締結は、「執行期間の確保」には効果があると
しても、「準備期間の確保」を図るためには、さらに、できる
だけ具体的な発注情報の早期発信を行うことが必要と考え
られる。
○Ⅰ共通的な取組の1の(3)の④総合評価落札方式の採用
の「実施した取組内容」について
　総合評価と企画競争について計画に記された「選定結果
の透明化の確保」に向けて実施した取組内容が不明。記載
してある、官房会計課との合議、審査だけなのか。

○年間の調達計画について、年度当初にHPで公表（９月に
下半期の調達計画を修正及び追加案件含めて再度、公
表）し、発注情報の早期発信を行い、「準備期間の確保」を
図っております。
　その旨、追記いたしました。

○選定結果（評価点）については、参加者全員に自社の評
価点を通知し、また、電子調達システムの入札結果公開情
報において、他者の評価点を閲覧できる旨周知し、透明性
の確保に取り組んでおります。
　また、下半期において、選定基準（審査項目、配点）及び
選定過程の基準（選定者の基準）を官房会計課において、
基準（マニュアル）を作成し、更なる選定基準及び選定過程
の明確化に取り組みます。
　その旨、追記いたしました。

平成28年度総務省調達改善計画の上半期自己評価結果

（対象期間：平成28年4月1日～平成28年9月30日）
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